
平成 13年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 12年 11月 13日

上   場   会   社   名      日本ユニシス株式会社 上場取引所   東

コード番号      8056 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　　　梅原　吉雄 TEL (03) 5546 - 4111
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 13日

１. 12年 9月中間期の連結業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)連結経営成績 百万円未満切り捨て表示

　　　　売    上    高 　　　　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 130,522 - △ 605 - 1,609 -
11年 9月中間期 - - - - - -
12年 3月期 311,318 18,642 19,373

      中間(当期）純利益 　        １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

           ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

12年 9月中間期 984 - 8.98 -
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 3,605 32.88 -
(注)①持分法投資損益    12年 9月中間期              - 百万円   11年 9月中間期             -  百万円   12年 3月期             - 百万円

     ②中間期末のデリバティブ取引の評価損益                                     -  百万円

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④中間連結財務諸表は平成１２年９月中間期より作成しております。従って、平成１１年９月期および対前年中間期増減率については、

　　　　該当事項がないため記載しておりません。

　　
(2)連結財政状態

      　  総  資  産         　株  主  資　本       株主資本比率 　１株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 226,661 89,004 39.3 811.62
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 246,217 88,501 35.9 807.03

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 　現金及び現金同等物

　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

12年 9月中間期 4,732 △ 6,098 △ 743 34,124
11年 9月中間期 - - - -
12年 3月期 16,468 △ 18,979 △ 6,402 36,233

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  14　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　0　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）  0　社  （除外）  0　社   持分法（新規）  0　社  （除外）　0　社

２. 13年 3月期の連結業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 312,000 9,800 5,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            45 円 59 銭
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日本ユニシス(連結）

１．企業集団の状況

企業集団の状況を事業系統図で示すと以下のとおりであります。

顧 客

△ △ △ △ △

ソフトウェア開発の提供 コンピュータ、 ネットワーク構築・設計、
ソフトウェア、 コンピュータの保守サー

サービスの提供 ビスの提供

アウトソーシング、
コンピュータの ネットワークサービ

（ソフトウェア開発会社） 当 社 保守サービス委託 スの提供

日本ユニシス・ ユニアデックス㈱
ソフトウェア㈱ Ì

日
㈱ソフト・エクセル コンピュータ

・サプライ商品
本 の提供

北海道ソフト・
エンジニアリング㈱

ユ
東北ソフト・ ソフトウェアの コンピュータシステム

エンジニアリング㈱ 開発委託 の運用・管理委託 日本ユニシス
Ï Ìニ 情報システム㈱

中部ソフト・
エンジニアリング㈱

シ
関西ソフト・

エンジニアリング㈱
ス

広島ソフト・ 販売委託 日本ユニシス・

エンジニアリング㈱ サプライ㈱Ì
㈱

九州ソフト･
エンジニアリング㈱

㈱ 国際システム ▲ ▲

保守部品の管理委託

▼
ソフトウェアの コンピュ－タの据付・調整、

ユニシス・ 使用権許諾 周辺機器の製造委託 オ－．エス．
コーポレーション エンジニアリング㈱Ì

▼
コンピュータ等の仕入 施設の管理委託

三井物産㈱ 日本ユニシス・Ì
（仕入代行機関） ビジネス㈱

(注) 連結子会社 その他の関係会社



日本ユニシス（連結）

２．経　営　方　針

　インターネットを利用した様々な新しいビジネスやサービスが創出されるなど、社会の

仕組み、ビジネスの仕組みはインターネットを軸に大きく変化しつつあります。こうした

環境変化の中、企業経営においては、既存事業の見直しやＩＴ活用による競争力強化が従

来にも増して必至の状況となってきています。このような状況において、日本ユニシスグ

ループは「インターネット社会の発展を支えるソリューション・クリエータとなる」こと

を経営ビジョンとして掲げ、市場の変化にマッチしたビジネス構造への変革を推進してお

り、今年を初年度とする第五次中期経営計画における今後の事業戦略の主要なポイントは

以下の通りです。

① Eビジネスの急激な増加にともなう体制の強化と経営資源の集中

② パートナーシップの強化によるお客様への最適なソリューションの提供

③ 事業戦略を支える事業基盤の強化に向けたＢＰＲ（ Business Process

Reengineering）の推進

④ グループ全体の経営効率向上と収益の拡大に向けたグループとしての総合力の強化

　これらの事業戦略を通じて、日本ユニシスグループとしての事業拡大を図りつつ、継続

的な利益確保により、平成１５年３月期連結ＲＯＥ１０％を目指してまいります。

　さらに、改めて当社のコアコンピタンスを再認識するとともに、当社の経営理念の一つ

である「高品質・高技術の追求による顧客第一主義」を踏まえた上で、市場における競合

力強化を図ってまいります。

　具体的には、社外資格取得の促進や技術認定制度の整備、社内教育制度の再構築等によ

り、専門性、技術力の向上を推進するとともに、Unisys e-@ction Enterprise Server ES7000

の提供に代表される高度な技術力の下に展開されるプラットフォームと、有力ベンダーと

のグローバルなアライアンスに基づく最新鋭のプロダクトを組み合せて、市場ニーズに対

応した各種ソリューションを提供いたします。

　一方、システム開発面において、開発手法／プロセスの標準化やソフトウェア部品の再

利用による生産性の向上と開発期間の短縮に加え、品質の向上を念頭においた業務プロセ

スの徹底により、一層迅速で高品質なサービスの提供を図ってまいります。

　また、業界標準に準拠したソフトウェアの調達やアウトソーシング、ＡＳＰ（Application

 Service Provider）をはじめとしたサービスメニューの拡充を行い、お客様のビジネス課

題の解決を主眼においたソリューションを提供し、お客様の満足度の更なる向上と信頼の

確立に努めてまいります。

　当グループを取り巻くＩＴ業界の経営環境の変化は今後一層激しさを増してくるものと

思われますが、事業構造の改革、ビジネスプロセスの改革等により、市場変化への対応を

強化するとともに、経営の効率化を積極的に推進し、財務体質の改善を図ってまいります。
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日本ユニシス（連結）

３．経　営　成　績

１．当中間期の概要

　当中間期のわが国経済は、設備投資が持ち直しつつありましたが、雇用・所得環境は依

然厳しい状況にあり、個人消費は低迷いたしました。

　また、ＩＴ業界においては、ＰＣや移動体通信をはじめとした情報関連分野への需要が

拡大傾向にありましたものの、インターネットをインフラとした新しいビジネスが進展す

るなど、激しい販売競争が展開される中、変化する市場環境への的確な対応が強く求めら

れる状況にありました。

　このような環境にあって、当グループは、Ｅビジネスの本格化に向けた最適なプラット

フォームとしてＥＳ７０００の拡販を図るなど、市場ニーズに対応した各種ハードウェア、

ソフトウェアの提供を行うとともに、ＡＳＰ事業「asaban.com」やアウトソーシング・

サービスといった新しいサービス・ビジネスの拡大や他社との提携推進によるソリュー

ション、サービスメニューの拡充を図る等、トータルソリューションの提供に努めてまい

りました。加えて、事業基盤の強化に向けて、基幹情報システム改革等のＢＰＲを積極的

に進めてまいりました。

　当中間期の連結業績につきましては、情報化投資が徐々に回復傾向にある中で、受注は

上向きつつありますが、ハードウェア関連において、特に地域金融機関などのメインフレ

ーム更新需要が停滞したことや、システムサービス関連において、大規模開発案件の立ち

上がりの遅れが響き、売上高は１,３０５億２２百万円にとどまりました。

　また、利益面におきましても、各種経費の削減を実施いたしましたものの、売上高の減

少に加え、システムサービスにおける先行作業の増加による採算の低下や退職給付会計の

導入による未認識債務の償却費用の計上等により、６億５百万円の営業損失となりました。

一方、保有株式の見直しにともなう有価証券の売却等による営業外収支の改善により、経

常利益は１６億９百万円を確保し、土地売却益等の特別利益を計上したことにより、中間

純利益は９億８４百万円となりました。

　売上構成別に見ますと、ハードウェア売上は３９１億２７百万円（売上構成比率

３０.０％）、ソフトウェア売上は２８６億１３百万円（売上構成比率２１.９％）、サービス

等売上は６２７億８１百万円（売上構成比率４８.１％）となりました。

　

　なお、中間配当金につきましては、通期の見通し等を勘案するとともに、株主の皆様へ

の安定的な利益還元を念頭に置き、前年中間期同様１株につき３円７５銭といたしました。
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日本ユニシス（連結）

２．通期の見通し

　今後のわが国経済は、設備投資の増加等により緩やかな回復基調にあるものの、個人消

費の回復感は乏しく、依然自律的回復とは言い難い状況が予想されます。

　また、情報関連投資の回復により、ＩＴ業界は今後成長が見込まれる分野でありますが、

Ｅビジネス分野をはじめとして一層の競争激化が見込まれます。

　このような環境にあって、平成１３年３月期の通期連結業績見通しにつきましては、下

期での大規模開発案件の立ち上がりや順調な受注が見込まれるものの、上期売上高の減少

が影響し、売上高は前期並みの３,１２０億円にとどまる見通しであります。

　一方、利益面におきましては、下期における採算の改善や一層のコスト削減を推進する

ことにより、経常利益は９８億円を確保する見込みであり、当期純利益は５０億円と前期

に比し増加する見通しであります。

平成１３年３月期の見通しは次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）

（連結）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

通期見通し
（前期比）

３１２,０００
（＋０.２％）

７,７００
（△５８.７％）

９,８００
（△４９.４％）

５,０００
（＋３８.７％）

（個別）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

通期見通し
（前期比）

２９０,０００
（△０.９％）

４,８００
（△６７.６％）

７,０００
（△５６.１％）

３,９００
（＋９３.０％）
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４．中間連結財務諸表等

中間連結損益計算書

当 中 間 期 前 期
科 目

H12.4.1～H12.9.30 H11.4.1～H12.3.31

百万円 百万円

売 上 高 １３０,５２２ ３１１,３１８

売 上 原 価 ９０,１４３ ２１２,１４１

売 上 総 利 益 ４０,３７８ ９９,１７７

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ４０,９８４ ８０,５３５

営 業 利 益 ( △ 損 失 ) △ ６０５ １８,６４２

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 １９４ ４２０
有 価 証 券 売 却 益 １,５１０ ３９４
為 替 差 益 － ４０４
そ の 他 の 営 業 外 収 益 １,２９３ １,４２７

営 業 外 費 用
支 払 利 息 及 び 社 債 利 息 ６２３ １,３３３
そ の 他 の 営 業 外 費 用 １６０ ５８２

経 常 利 益 １,６０９ １９,３７３

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 ４１１ １,３０８
そ の 他 の 特 別 利 益 ２０３ －

特 別 損 失
過年度過去勤務債務引当金繰入額 － ６,９５５
特 別 退 職 支 援 金 － ５,６７１
そ の 他 の 特 別 損 失 １１６ ５５９

税金等調整前中間 (当期）純利益 ２,１０７ ７,４９４

法人税、住民税及び事業税 １,０２７ ３,７５４

少 数 株 主 利 益 ９５ １３４

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ９８４ ３,６０５
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中間連結貸借対照表

当中間期 前 期
科 目

H12.9.30 H12.3.31

百万円 百万円

(資 産 の 部)

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 ２５,１９７ ３０,９３２
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 ７３,６８５ ９４,２６５
有 価 証 券 １,１０５ ９,０１７
た な 卸 資 産 ２１,５１１ １２,１０９
繰 延 税 金 資 産 ３,８６５ ３,６８１
貸 付 金 ８,００９ ５,０１８
そ の 他 の 流 動 資 産 ７,８２３ ６,４１０
貸 倒 引 当 金 △ ２５２ △ ３６８

流 動 資 産 計 １４０,９４５ １６１,０６７

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物 ７,４９６ ７,７４７
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 ２８,０７７ ３４,０２６
土 地 １,６７３ １,７８５
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 ４,１１８ ３,８９７

有 形 固 定 資 産 計 ４１,３６５ ４７,４５７

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア ６,４５０ ６,０５１
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産 ３６２ ３６０

無 形 固 定 資 産 計 ６,８１３ ６,４１１

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 ９,６００ １,５００
繰 延 税 金 資 産 １１,５６７ １１,７８４
敷 金 １４,３６４ １５,８０６
そ の 他 の 投 資 ２,８３７ ３,０７６
貸 倒 引 当 金 △ ８３１ △ ８８７

投 資 そ の 他 の 資 産 計 ３７,５３８ ３１,２８０

固 定 資 産 計 ８５,７１６ ８５,１４９

資 産 合 計 ２２６,６６１ ２４６,２１７
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当中間期 前 期
科 目

H12.9.30 H12.3.31

百万円 百万円

(負 債 の 部)

流 動 負 債
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ３２,７３１ ４５,６５８
短 期 借 入 金 １２,５４３ １２,４０１
長 期 借 入 金 ( 1 年 以 内 ) ６,８０８ ６,６１３
未 払 法 人 税 等 ９７２ ２,６２１
未 払 費 用 １６,６６５ １６,６０４
引 当 金 １,４３１ １,９１７
そ の 他 の 流 動 負 債 １７,０２３ １８,７６２

流 動 負 債 計 ８８,１７５ １０４,５８０

固 定 負 債
社 債 １０,０００ １０,０００
長 期 借 入 金 ２２,５４３ ２３,２１０
退 職 給 付 引 当 金 １１,１１０ －
過 去 勤 務 債 務 引 当 金 － １２,３１６
そ の 他 の 引 当 金 ９９１ １,２０２
そ の 他 の 固 定 負 債 ３,５６４ ５,２２６

固 定 負 債 計 ４８,２１０ ５１,９５６

負 債 合 計 １３６,３８６ １５６,５３６

少 数 株 主 持 分 １,２７０ １,１７９

(資 本 の 部)

資 本 金 ５,４８３ ５,４８３

資 本 準 備 金 １５,２８１ １５,２８１

連 結 剰 余 金 ６８,２４０ ６７,７３７

自 己 株 式 △ ０ △ １

資 本 合 計 ８９,００４ ８８,５０１

負債、少数株主持分及び資本合計 ２２６,６６１ ２４６,２１７
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中間連結剰余金計算書

当中間期 前 期
科 目

H12.4.1～H12.9.30 H11.4.1～H12.3.31

百万円 百万円

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ６７,７３７ ６５,０２５

連 結 剰 余 金 減 少 高 ４８２ ８９３

配 当 金 ４１１ ８２２
役 員 賞 与 ７１ ７１

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益 ９８４ ３,６０５

連結剰余金中間期末(期末)残高 ６８,２４０ ６７,７３７
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中間連結キャッシュ・フロー計算書

当中間期 前 期
項 目

H12.4.1～H12.9.30 H11.4.1～H12.3.31

百万円 百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間(当期)純利益 ２,１０７ ７,４９４
減価償却費 ９,５１０ ２２,１２９
特別退職支援金 － ５,６７１
固定資産売却益 △ ４１１ △ １,３０８
引当金の減少額 △ ２,０７４ △ ８７５
受取利息及び受取配当金 △ １９４ △ ４２０
支払利息 ６２３ １,３３３
売上債権の減少(増加)額 ２０,５７９ △ １０,１１７
たな卸資産の増加(減少)額 △ ６,２８１ ２,０４９
仕入債務の減少(増加)額 △ １２,６２２ ６,１５１
その他営業活動によるキャッシュ･フロー △ ３,４５７ ３,４４９

小 計 ７,７７９ ３５,５５７

利息及び配当金の受領額 ２０９ ３９６
利息の支払額 △ ６１２ △ １,３４５
特別退職支援金の支払額 － △ ５,６７１
法人税等の支払額 △ ２,６４３ △ １２,４６８

営業活動によるキャッシュ・フロー ４,７３２ １６,４６８

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 － △ ５２９
有価証券の売却による収入 － １,３１７
有形固定資産の取得による支出 △ ６,０４５ △ １６,２０８
有形固定資産の売却による収入 ６２５ １,８６１
無形固定資産の取得による支出 △ ２,７９２ △ ５,８３４
投資有価証券の取得による支出 △ ２４０ △ ９０９
投資有価証券の売却による収入 ２,２８９ －
貸付金の回収による収入 － １,０００
その他投資活動によるキャッシュ・フロー ６５ ３２３

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ６,０９８ △ １８,９７９

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の増加(減少)額 １４２ △ ５,４２５
長期借入金による収入 － ９５０
長期借入金の返済による支出 △ ４７１ △ １,０９７
自己株式の取得による支出 △ １１ △ １６５
自己株式の売却による収入 １２ １６４
配当金の支払額 △ ４１１ △ ８２２
少数株主への配当金の支払額 △ ３ △ ６

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ７４３ △ ６,４０２

現金及び現金同等物の減少額 △ ２,１０９ △ ８,９１３

現金及び現金同等物の期首残高 ３６,２３３ ４２,６１３

新規連結による現金及び現金同等物の増加額 － ２,５３４

現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ３４,１２４ ３６,２３３
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１.連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 １４社
日本ユニシス･サプライ㈱
ユニアデックス㈱
日本ユニシス・ソフトウェア㈱ 他

(2) 非連結子会社の数 ２社

２.持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社ＮＵＬシステムサービス・コーポレーション他１社および
関連会社トヨタソフトエンジニアリング㈱他６社は、それぞれ中間連結純損益および連結剰余金
に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用から除外してお
ります。

３.連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち中間決算日が中間連結決算日と異なる会社は、㈱国際システム（中間決算日６
月３０日）であります。
中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との
間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４.会計処理基準に関する事項

(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法

A 有価証券
その他有価証券（投資有価証券）
イ.時価のあるもの 移動平均法による原価基準
ロ.時価のないもの 移動平均法による原価基準

B たな卸資産
イ.販売用機械 個別原価法による原価基準
ロ.保守サービス用部品他 移動平均法による原価基準

（追加情報）
従来、賃貸コンピュータの保守用に常備する専用部品（サ
ブアッセンブリー）を賃貸コンピュータと一体のものとし
て有形固定資産の機械装置及び運搬具（自社使用機械）に
含めて計上し償却しておりましたが、当中間期より、この
サブアッセンブリーを有形固定資産の機械装置及び運搬具
からたな卸資産へと資産区分を変更し、使用時の費用とし
ております。
この変更は、保守サービスのより一層の効率化を図るため、
平成１２年４月１日をもって当該資産を保守サービス専門
子会社であるユニアデックス㈱に譲渡したため、サブアッ
センブリーを常備する目的が販売したコンピュータに係る
保守サービスにシフトしてきたこと、および、従来、修理
され繰返し使用されていたサブアッセンブリーが小型化、
パッケージ化により交換時に廃却される頻度が高まったこ
とに対応したものであります。
この結果、従来の方法によった場合と比較して、たな卸資
産は ３,８７３百万円増加し、営業利益、経常利益および
税金等調整前中間純利益は６７２百万円それぞれ増加して
おります。



- 12 -

日本ユニシス(連結)

(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

建物及び構築物 定率法によっております。

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を
除く）については、定額法によっております。
なお、耐用年数は６年～５０年であります。

賃貸機械 賃貸販売条件に対応し６年で残存価額が零となる方法によって
(機械装置及び運搬具) おります。

ソフトウェア 見込販売収益に基づく償却額と見込販売可能期間に基づく均等
配分額とを比較し、いずれか大きい額を計上する方法によって
おります。
なお、見込販売可能期間は原則として３年と見積っております。

（３）重要な引当金の計上基準

退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当中間期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に
基づき、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。
なお、会計基準変更時差異（４１,０７１百万円）については１０年による按分額を費用処理
しております。

貸倒引当金
売掛金等債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、
貸倒懸念債権および破産更生債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

（４）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）重要なヘッジ会計の方法

商品輸入の予定取引に関する為替変動リスクに対して為替予約取引、変動金利の短期借入金の
金利変動リスクに対して金利スワップ取引をそれぞれヘッジ手段として、ヘッジ取引を行って
おります。
ヘッジ取引に対するヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっております。
なお、為替予約が付されている外貨建金銭債務については振当処理を行っております。

（６）消費税等の会計処理

税抜き方式を採用しております。

５.中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）の範囲は、手許現金、
随時引き出し可能な預金および容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス
クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資としております。
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追加情報

１．退職給付会計

当中間期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会 平成１０年６月１６日））を適用しております。この結果、従来の方法によった場合
と比較して、退職給付費用が４１５百万円増加し、経常利益および税金等調整前中間純利益は４１５
百万円減少しております。
また、前期末過去勤務債務引当金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

２．金融商品会計

当中間期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会 平成１１年１月２２日））を適用し、有価証券の評価の方法について変更しておりま
す。
この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益および税金等調整前中間純利益は１２６
百万円それぞれ増加しております。
また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、現金同等物（マネー・マネジメント・フ
ァンド他）は流動資産の有価証券として、それ以外は投資有価証券として表示しております。
この結果、期首時点で流動資産の有価証券から投資有価証券に振替えた額は８,５７７百万円であり
ます。

当中間期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行っておりません。
なお、平成１２年大蔵省令第１１号附則第３項によるその他有価証券に係る中間連結貸借対照表計
上額等は次のとおりであります。

中間連結
８,１２５百万円

貸借対照表計上額
時 価 １５,５４６百万円
評価差額金相当額 ４,２９５百万円
繰延税金負債相当額 ３,１２４百万円
少数株主持分相当額 １百万円

３．外貨建取引等会計基準

当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意
見書」（企業会計審議会 平成１１年１０月２２日））を適用しております。
なお、この変更による影響額は僅少であります。



- 14 -

日本ユニシス(連結)

中間連結損益計算書注記

当中間期 前 期

１．固定資産減価償却実施額
有 形 固 定 資 産 ７,２９５百万円 １７,０６６百万円
無 形 固 定 資 産 ２,２１５ ５,０６２

計 ９,５１０ ２２,１２９

２．税効果会計関係

当中間期における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額は、
「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しております。

中間連結貸借対照表注記

当中間期 前 期

１．有形固定資産
１１８,４９４百万円 １３４,２０４百万円

減価償却累計額

２．保 証 債 務 ８,０１８百万円 ８,２４２百万円

３．期末日満期手形の会計処理

中間期末日満期手形の会計処理については、当中間期末日は、金融機関の休日でありましたが、
満期日に決済が行われたものとして処理しております。

受 取 手 形 ２３６百万円
支 払 手 形 ８６２百万円

中間連結キャッシュ・フロー計算書注記

現金及び現金同等物の当中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

当中間期 前 期

現 金 及 び 預 金 勘 定 ２５,１９７百万円 ３０,９３２百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ １７７ △ １３９
有価証券

１,１０５ ４４０（マネー・マネジメント・ファンド他）
貸付金（売戻し条件付き現先） ７,９９７ ５,０００
現 金 及 び 現 金 同 等 物 ３４,１２４ ３６,２３３
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５．セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報
当中間期および前期については、当社グル－プは、コンピュ－タ、ソフトウェア、その他関連商
品ならびにこれらに関する各種サ－ビスを提供する単一事業区分の業務を営んでいるため、事業
の種類別セグメント情報の記載を行っておりません。

（２）所在地別セグメント情報
当中間期および前期については、在外連結子会社がないため、所在地別セグメント情報の記載を
行っておりません。

（３）海外売上高
当中間期および前期については、連結売上高に対する海外売上高の割合が僅少のため、海外売上
高の記載を省略しております。

６．生産、受注及び販売の状況

（１）生産実績

当中間期 前 期
区 分

H12.4.1～H12.9.30 H11.4.1～H12.3.31

百万円 百万円

システムサービス ３０,２２６ ６９,３４８

ソ フ ト ウ ェ ア ５,４７２ １２,３４０

合 計 ３５,６９９ ８１,６８８

（２）受注の状況

当中間期 前 期

区 分 H12.4.1～H12.9.30 H11.4.1～H12.3.31

受注高 受注残 受注高 受注残

百万円 百万円 百万円 百万円

ハ ー ド ウ ェ ア ４２,８０６ ４４,２６２ １０７,０４１ ３７,２６８

ソ フ ト ウ ェ ア ２０,２６７ ３４,６１０ ５８,５３０ ３４,２５２

サ ー ビ ス 等 ９１,９４９ ８４,６４２ １２９,６３７ ５９,０３７

合 計 １５５,０２２ １６３,５１５ ２９５,２０９ １３０,５５８

（３）販売実績

当中間期 前 期
区 分

H12.4.1～H12.9.30 H11.4.1～H12.3.31

百万円 百万円

ハ ー ド ウ ェ ア ３９,１２７ １０９,５７３

ソ フ ト ウ ェ ア ２８,６１３ ５９,７１７

サ ー ビ ス 等 ６２,７８１ １４２,０２７

合 計 １３０,５２２ ３１１,３１８
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７．有価証券関係

（当 中 間 期）

１．時価のある有価証券

その他有価証券

該当有価証券の時価評価は行っておりません。

２．時価のない有価証券

当 中 間 期 （ H 1 2 . 9 . 3 0 ）
種 類

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

その他有価証券 百万円

①非 上 場 株 式 １,２４６

（店頭株式を除く）

②そ の 他 １,１０５

合 計 ２,３５１
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（前 期）

有価証券の時価等

前 期 （ H 1 2 . 3 . 3 1 ）
種 類

連結貸借対照表計上額 時 価 評 価 損 益

(1)流動資産に属するもの 百万円 百万円 百万円

株 式 ８,５３８ １８,９５９ １０,４２０

債 券 ３８ ３８ ０

そ の 他 ３１ ４４０ ０

小 計 ８,６０７ １９,４３８ １０,４２０

(2)固定資産に属するもの

株 式 ２ ２ ０

小 計 ２ ２ ０

合 計 ８,６１０ １９,４４１ １０,４２０

（注）１．時価等の算定方法

①上場有価証券・・・主に、東京証券取引所の最終価格によっております。

②店頭売買有価証券・・・日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

③非上場の証券投資信託の受益証券・・・基準価格によっております。

２．開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額

①流動資産に属するもの・・・マネー・マネージメント・ファンド ４１０百万円

②固定資産に属するもの・・・非上場株式、但し店頭売買有価証券を除く １,４９７百万円
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８．デリバティブ取引関係

（当 中 間 期）

ヘッジ会計を適用しているため該当事項はありません。

（前 期）

取引の時価等に関する事項

（１）通貨関連

区 前 期（H12.3.31）

種 類 契 約 額 等
時 価 評 価 損 益

分 う ち 1 年 超

市 百万円 百万円 百万円 百万円

場 為替予約取引

取

引 買 建（米ドル） １,３３２ － １,３５４ ２１

以

外

合 計 １,３５４ ２１

（注）１.時価の算定方法

為替予約取引

先物相場を使用しております。

２.外貨建金銭債権債務等に先物為替予約が付されていることにより、決済時における円貨額が確定

している外貨建金銭債権債務等で、連結貸借対照表において当該円貨額で表示されているものに

ついては、開示の対象から除いております。

（２）金利関連

区 前 期（H12.3.31）

種 類 契 約 額 等
時 価 評 価 損 益

分 う ち 1 年 超

市 百万円 百万円 百万円 百万円

場 金利スワップ取引

取

引 支払固定･受取変動 ６,０００ ６,０００ △ ７７ △ ７７

以

外

合 計 ６,０００ ６,０００ △ ７７ △ ７７

（注）１.時価の算定方法

主たる金融機関から提示された価格によっております。

２.上記の契約額等（想定元本）は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量、

信用リスク量を示すものではありません。



平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 13日

上   場   会   社   名   日本ユニシス株式会社 上場取引所 東

コード番号      8056 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 広報部長 東京都

　　　　　　  氏　　        名　　　梅原　吉雄 TEL (03) 5546 - 4111
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 13日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 12年 12月 11日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績 　　百万円未満切り捨て表示

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 118,869 △ 7.6 △ 1,742 △ 129.7 689 △ 89.7
11年 9月中間期 128,603 △ 0.3 5,858 △ 0.4 6,721 148.6
12年 3月期 292,506 14,814 15,932

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 582 - 5.31
11年 9月中間期 △ 635 - △ 5.79
12年 3月期 2,021 18.43
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 109,663,524 株   11年 9月中間期 109,663,524 株   12年 3月期 109,663,524 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

12年 9月中間期 3.75 －
11年 9月中間期 3.75 －
12年 3月期 － 7.50

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 205,887 80,444 39.1 733.55
11年 9月中間期 219,125 78,087 35.6 712.06
12年 3月期 226,866 80,332 35.4 732.54
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 109,663,524 株   11年 9月中間期 109,663,524 株   12年 3月期 109,663,524 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 290,000 7,000 3,900 3.75 7.50
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）              35 円 56 銭
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１０．中間個別財務諸表等

中間損益計算書

当 中 間 期 前年中間期 前 期
科 目

H12.4.1～H12.9.30 H11.4.1～H11.9.30 H11.4.1～H12.3.31

百万円 百万円 百万円

売 上 高 １１８,８６９ １２８,６０３ ２９２,５０６

売 上 原 価 ８５,１３５ ８８,７８２ ２０６,１６３

売 上 総 利 益 ３３,７３３ ３９,８２０ ８６,３４３

販売費及び一般管理費 ３５,４７６ ３３,９６２ ７１,５２８

営業利益(△損失) △ １,７４２ ５,８５８ １４,８１４

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 ２６５ ２７７ ５０３
有 価 証 券 売 却 益 １,５１０ － ３９２
為 替 差 益 － － ４０４
そ の 他 の 営 業 外 収 益 １,４３３ １,６４９ １,６８５

営 業 外 費 用
支払利息及び社債利息 ６２６ ６８０ １,３３１
そ の 他 の 営 業 外 費 用 １５１ ３８３ ５３５

経 常 利 益 ６８９ ６,７２１ １５,９３２

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 ３１３ １,３０８ １,３０８
そ の 他 の 特 別 利 益 ２２１ ６３ －

特 別 損 失
過年度過去勤務債務引当金繰入額 － ３,３５４ ６,７０８
特 別 退 職 支 援 金 － ５,６７１ ５,６７１
そ の 他 の 特 別 損 失 １０５ ４２７ ４９５

税引前中間(当期)純利益(△損失) １,１１８ △ １,３６０ ４,３６５

法人税、住民税及び事業税 ５３６ △ ７２５ ２,３４３

中間(当期)純利益(△損失) ５８２ △ ６３５ ２,０２１

前 期 繰 越 利 益 ４０,６６６ ４０,５８０ ４０,５８０

中 間 配 当 金 － － ４１１

中間（当期）未処分利益 ４１,２４８ ３９,９４４ ４２,１９０

(注) 固定資産減価償却実施額 百万円 百万円 百万円

有 形 固 定 資 産 ６,７８０ ８,０７２ １６,０７９
無 形 固 定 資 産 ２,１６４ ３,６２８ ４,９８５
計 ８,９４４ １１,７０１ ２１,０６５
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中間貸借対照表

当 中 間 期 前年中間期 前 期
科 目

H12.9.30 H11.9.30 H12.3.31

百万円 百万円 百万円

(資 産 の 部)

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 ２１,２８０ ２１,９４３ ２３,５９９
受 取 手 形 ６２４ ６９５ ４７８
売 掛 金 ６７,５４７ ５６,８４３ ８９,２６０
有 価 証 券 ７００ １２,４００ ８,５４２
た な 卸 資 産 １３,９９９ １２,７１０ １０,８９３
繰 延 税 金 資 産 ２,７８８ ３,６３４ ２,７８８
貸 付 金 １２,２６５ １８,８９７ ６,４７７
その他の流動資産 ６,８６６ ６,３７８ ５,５７３
貸 倒 引 当 金 △ ２１６ △ ４０９ △ ３４５

流 動 資 産 計 １２５,８５６ １３３,０９３ １４７,２６９

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物 ５,０３７ ５,４９３ ５,２２８
機械装置及び運搬具 ２５,８４６ ３６,０６６ ３１,７１７
土 地 １,４１５ １,９４１ １,９４１
その他の有形固定資産 ３,４６９ ２,６３０ ３,２３４

有形固定資産計 ３５,７６９ ４６,１３２ ４２,１２２

無 形 固 定 資 産
ソ フ ト ウ ェ ア ６,２１６ ７,４４８ ５,８１６
その他の無形固定資産 ２７４ ３３８ ２７８

無形固定資産計 ６,４９１ ７,７８６ ６,０９４

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券 １１,１７２ ３,１７８ ３,１３８
繰 延 税 金 資 産 １０,８８０ １１,３２８ １０,８８０
敷 金 １３,９８２ １５,４９２ １５,４６３
そ の 他 の 投 資 ２,５２４ ２,７８５ ２,７４７
貸 倒 引 当 金 △ ７８９ △ ６７１ △ ８４９

投資その他の資産計 ３７,７７０ ３２,１１３ ３１,３８０

固 定 資 産 計 ８０,０３０ ８６,０３２ ７９,５９７

資 産 合 計 ２０５,８８７ ２１９,１２５ ２２６,８６６
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当 中 間 期 前年中間期 前 期
科 目

H12.9.30 H11.9.30 H12.3.31

百万円 百万円 百万円

(負 債 の 部)

流 動 負 債

支 払 手 形 ２,６４５ ２,４４９ ２,５６８
買 掛 金 ２８,７２５ ２４,８７９ ４３,８９５
短 期 借 入 金 １０,５４０ １５,１５０ １０,５４０
長期借入金(1年以内) ６,７４２ １,００２ ６,５４７
未 払 法 人 税 等 ４７８ － １,２５９
未 払 費 用 １２,０２１ １１,５８３ １０,０４３
引 当 金 １,４３１ １,１０４ １,９１７
その他の流動負債 １５,６３３ ２４,６３８ １８,８２３

流 動 負 債 計 ７８,２１９ ８０,８０６ ９５,５９５

固 定 負 債

社 債 １０,０００ １０,０００ １０,０００
長 期 借 入 金 ２２,４９２ ２８,２８４ ２３,１２６
退 職 給 付 引 当 金 ９,９２７ － －
過去勤務債務引当金 － １６,５９４ １１,４５７
そ の 他 の 引 当 金 ９５８ ９７４ ８４５
その他の固定負債 ３,８４６ ４,３７８ ５,５０８

固 定 負 債 計 ４７,２２４ ６０,２３２ ５０,９３７

負 債 合 計 １２５,４４３ １４１,０３８ １４６,５３３

(資 本 の 部)

資 本 金 ５,４８３ ５,４８３ ５,４８３

法 定 準 備 金
資 本 準 備 金 １５,２８１ １５,２８１ １５,２８１
利 益 準 備 金 １,３７０ １,３７０ １,３７０

法 定 準 備 金 計 １６,６５２ １６,６５２ １６,６５２

剰 余 金
別 途 積 立 金 ４,４００ ４,４００ ４,４００
陳 腐 化 積 立 金 ８,３５０ ８,３５０ ８,３５０
プログラム積立金 ３,９０７ ３,１２０ ３,１２０
建 物 圧 縮 積 立 金 １３５ １３５ １３５
特 別 償 却 積 立 金 ２６６ － －
中間(当期)未処分利益 ４１,２４８ ３９,９４４ ４２,１９０
(うち中間(当期)純損益) ( ５８２) (△ ６３５) ( ２,０２１)

剰 余 金 計 ５８,３０８ ５５,９５１ ５８,１９６

資 本 合 計 ８０,４４４ ７８,０８７ ８０,３３２

負 債 及 び 資 本 合 計 ２０５,８８７ ２１９,１２５ ２２６,８６６

(注) １．有形固定資産 百万円 百万円 百万円

１１１,７８２ １３２,２５１ １２７,１３６
減価償却累計額

２．保証債務 ８,０１８ ８,７３５ ８,２４２
３．自己株式 ０ ８ １

（ ９０株） （ ２,１１３株） （ ４６２株）


